
令 和 ８ 年 ２ 月 1 7 日
東 京 都 生 活 文 化 局

令和７年度
第２回 地域日本語教育とうきょう推進会議

－「地域日本語教育の体制づくりのあり方」の実現に向けて－
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①都の地域日本語教育の取組の認知拡大

②初期段階の地域日本語教育について



議題１ 地域日本語教室の充実・拡大に向けた方策

（行政の役割）

⚫ 初期レベルの日本語教育の保障については、行政が責任をもって財政的・知的資源を投入して、横（機会の拡

大）にも縦（レベルの向上）にも拡充していくべきである。

⚫ 行政が色々な場所で初期日本語教室を開設して学習機会を提供することが大切。行政が関わることで、場所の

確保や専門的な教師の雇用が可能となり、教育の質と安定性が保たれる。

⚫ 区市町村単位では少数派のニーズであっても、都全域で見れば一定数に達する可能性はあるので、特定のニー

ズには広域的な視点から学習機会を提供していく仕組みづくりが重要

（教える人材の確保と多様化）

⚫ 今後、日本語学習希望者が増える一方で、教える人材が不足することが予想されるため、日本語が扱える外国

人をマンパワーとして活用する新たな仕組みづくりが必要。母語での説明を交えて教える方が学習効果も高ま

り、上達も早くなると思われる。

⚫ 多様な母語話者が日本語教育のサポートに関わることは非常に有意義であり、教育の質の向上に寄与。彼ら向

けの研修（例：ネパール語話者向けの日本語教授法）も有効

（日本語教育提供方法）

⚫ オンラインなら時間や場所の制約を超えて、より多くの人に対応できる可能性があり、講師と学習者のマッチ

ングの仕組みを導入すれば、レベルや目的に応じた柔軟な学習が可能になる。対面型の教室ありきではなく、

オンラインも、もう一つの柱として位置づけるべき。

⚫ 行政で初期日本語教室を開設しても年間100 名程/ 教室の受入れが限界。（日本語能力Ｂ１未満で現在、学んで

いない）十数万人の都内在住外国人を対象にするのであれば、教育を提供する仕組みを根本的に変える必要

（学習者ニーズの把握）

⚫ 日本語学習者の背景や目的、レベルが多様化しているため、地域日本語教育のターゲットや対応方法を例えば

在留資格別に明確化してはどうか

０１ 第１回の振り返り（主な委員発言）
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（日本語学習者が目指すべき目標）

⚫ 日本語教育参照枠の「多様な日本語使用を尊重する」という言語教育観に基づき、日本人が話す日本語を目標に

するのではなく、個々のライフスタイルに応じた日本語を習得することを目標に設定するべき。

議題２ 地域日本語教室等でカバーできず、学習機会が得られていない外国人への機会提供や、
学習を求めていない外国人への学習促進策

（実態把握手法）

⚫ 学習への意欲と実際の行動との間にあるギャップを踏まえると、地域の実情を把握するには、都域全体の一斉調

査よりも個々の具体的な声を丁寧に拾う調査が有効と考えられる。

（学習を求めていない人が日本語を学ぶ必要性）

⚫ 日本語が話せない外国人に対する偏見や恐怖感から発生するトラブルを避けるためにも、たとえコミュニティの

中で生活が完結するなど日本語を必要としない人でも、日本語をある程度習得していただくことは重要で、その

ための支援は行政に求められる役割。特に、家族滞在者や国際結婚の配偶者など、社会との接点が少なく孤立し

やすい人々への配慮が必要

⚫ 日本で子どもが学び育つためには日本語が不可欠、子育てを行う親が日本語を学びたいと考えるような積極的な

学習支援を行政が行う必要

（学習を求めていない人への学習促進策）

⚫ 今学ぶ意欲がない人も、生活環境の変化等で学ぶ意欲を持つ可能性はあるが、年齢を重ねると習得が難しくなる。

地域活動に接することは学ぶ意欲を高める効果があるため、地域活動への参加を促す取組が有効

⚫ 人とのつながりや安心感が学習意欲につながるので、福祉的な観点も含めた継続的な場づくりが求められる。誰

かが気にかけてくれる、いつでも行ける場所の存在が大切

⚫ 子育てのため、学校の資料を読むためなど、目的別の日本語教育を提供することで実生活に即した学びが可能に

なる。そのような学習者のニーズに応じた柔軟な学習機会を提供することが有効

⚫ 学習者ごとに必要な日本語は異なるため、カウンセリングやアセスメント（評価）を丁寧に行っていくことが、

これからの地域日本語教室に求められる。
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✓ 都が行っている地域日本語教育の取組を広く都民に知っていただくためには、

どういった内容・形のものを、どのような方法で発信していくべきか。

０２ 課題認識①｜都の地域日本語教育の取組の認知拡大
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⚫ 地域日本語教育を含め、東京都が実施している

多文化共生の取組について、都民の認知度は

極めて低い状況

⚫ 外国人政策に関する社会的な関心が高まる中、
行政の取組を可視化し、広く理解を促すことが重要

⚫ とりわけ、地域日本語教育の取組は多文化共生の基盤であり、

行政が一定の責任を持って支援していることを丁寧に発信することは、次の点から重要

➢ 行政の率先的な取組（特に初期段階の日本語教育は行政が保障）を知ることは、日本人、
外国人それぞれに安心感を醸成

➢ 日本人の興味・関心を引き出し、地域の日本語教室などへの参画を促進

➢ 外国人への学習機会の提供のほか、日本語学習に取り組むきっかけづくりに寄与

Ằ ψʺ(῝∞) Ằ νσΥϤ ∞ ρρϜτʺ
ᴟẶ ʺᾝτΰΪοםᵓχזּ ˑσⱧỘτ︡Ϥ
ϭπΜϥάρϬ μοΜϘβΤʻ

¬ ϣσΜºΥ

９ᶤ

ʿ ͒ ˮ χῲ ʾῲ τḩβϥ ₰˯



０２ 課題認識②｜行政による初期段階の地域日本語教育の必要性（１）
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̞18⅞ӟ χ ṍ∕ ʺπיּ ᶘ Ϭ Ψʻ
⚫ 都内における日本語能力が初期段階（Ａ２）以下の在住外国人数※は約１１万人と推計

⚫ 在住外国人への日本語教育は、地域の日本語教室がその役割を担ってきたが、多くはボラ
ンティア団体により運営。一方で、初期段階の日本語指導には、専門的なスキルやノウハ
ウが不可欠とされ、ボランティア団体には負担が大きい実態

⚫ 初期段階の日本語は、専門性を備えた指導を受けることにより基礎が確立し、その後の学
習継続や地域活動への参画、就労などへの円滑な移行を後押しする。

⚫ また、近年の外国人の増加に伴う同国人コミュニティの出現等により、日本語を使わずに
生活できる環境が生まれ、地域での孤立化の懸念が顕在化しつつある。初期段階の日本語
の着実な定着を進めることは、外国人と地域社会の交流を促し孤立化を防ぐほか、日本の
ルールや習慣等の理解も促し、日本人も外国人も安心して共生できる社会の形成に寄与

✓ こうした点を踏まえ、行政が初期段階の日本語教育を保障する視点、また、「やさしい日
本語」を普及啓発する視点を持ち、日本語を核とした『外国人との秩序ある多文化共生社
会』の実現に取り組んでいくことが重要
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０２ 課題認識②｜行政による初期段階の地域日本語教育の必要性（２）

̞͍ ͧ͒ψʺ Υ ξΨϤ ỲϬᵫ◐ΰʺ Ϧם Υᶎ πΦϥͧ͐ӟ‭χỸ◕τϢϥ ṍ ᵬχ ῎ễעπχ Ϧם χ ʻ͓ͧψʺͧ͒χ ρ
͓ͧτΣΪϥ14Ỹ◕χ Ϧᾋ₅ϙ χ›ὓʻ͔ͧӟ‭Ϝ χ―Π πὓ ʻ

̞͎ 18⅞ӟ χ ṍ∕ πΚμοיּ ᶘ Ϭ Ψʻ Ằ ˮ Ằ χ ὓˢᵰ⁯ ῢˣ˯ʺ ὓˮ∕ ᵰ⁯ ὓ˯ʺ Ḛ ˮ ͒ ∕ ᵰ⁯ ṁ
₰˯Ϭṁτ⌠ ʻ͔ͧӟ‭ψʺͧ͒Τϣ͓ͧϘπχ ᴥ Ϭ ϙ Ϋʻ

⚫ 行政が日本語教育を保障すべきＡ２以下の外国人ψ約11万人ˢR7Ⱳ ˣψʺ今後も増加χᾋ ΰ

⚫ ԁ ʺ ỲϬᶨ βϥσς初期段階の日本語教育を行う区市τϢϥ受入れ総数ψ約５.５千人πʺ
ᴠτR12Ϙπτ都内49区市Ϙπ︡ Υ ϭι ›ʺ約２.５万人の規模Ϙπ拡大ΰοΜΨρ ὓ

➢ ①補助金を活用し、体制づくりに取り組む区市を着実に増やすとともに、教室規模の拡充を促す必要

➢ ②日本語が学習できていない層を把握し、学習機会の提供や学習促進策を進める必要
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単純推計値推計実績値

Ａ２以下の外国人人口β͎
区市の初期段階の日本語教室での受入れ総数̞͍

都補助活用
自治体数

ˢR8ӟ‭ψᴠˣ

（10区市） （14） （16） （24） （32） （40） （49）

補助金を活用し、体制づくりに取り組む区市町村を増やす

教室規模（教室数や開催頻度）
の拡充を促進

日本語が学習できていない層
⇒対象を把握し、学習機会の提供
と学習促進策を推進

区市の初期段階の日本語教室での受入れ総数と、日本語能力Ａ２以下の外国人人口の推移（議論用イメージ）

ˢ ˣ



日本語を核とした『外国人との秩序ある多文化共生社会の実現』を
見据え、次の点についてご議論をいただきたい。

１ 都が行っている地域日本語教育の取組を多くの日本人・外国人
都民に知ってもらうための方策

２ 初期段階の地域日本語教育について
（１）初期段階の地域日本語教育に取り組む区市町村を着実に増やす
とともに、教室規模の拡充を促すために都として取り組むべき方策

（２）増加するＡ２以下の外国人人口とのギャップを埋めるために、
日本語が学習できていない層の把握や、学習機会の提供・学習促進
策について、国の方向性も踏まえた都として取り組むべき方策。
また、国に提案・要望すべき内容
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０３ 本日の議題



地域日本語
教育とは

Å日本人も外国人も地域で安心して生活βϥθϛτψʺ地域社会とのつながりϬνΨϥάρΥ
Å地域において日本語の学習環境を整えることはʺᵰ⁯ Υ ῎ Ϭ τ Ϊʺ地域住民とコミュニ
ケーションをとることϞʺ円滑な生活を送ることϬᴦ τβϥだけでなくʺ地域社会にとってもコミュ
ニティの活性化Ϟʺ共生社会の存続Ϭᴦ ρβϥʻ

Å地域に在住する全ての外国人Ϭ ρΰʺ自立した言語使用者ρΰο生活していく上で必要な日本語 Ϭ
τ Ϊʺ教育・就労・生活χ π円滑に意思疎通πΦϥϢΞ支援βϥθϛχ日本語教育

ʿ ῎ễӾṁ ˢ ᴬ ˣ

ʿ ẰτΣΪϥ ӽ ῎ễӾχΚϤ

都の目標

０４ 議題１関連｜これまでの地域日本語教育の説明内容や発信手法

Å日本語教育Ϭ αοʺ外国にルーツをもつ人々ρ地域とのつながりϬはぐくむこと
ʿ ẰτΣΪϥ ӽ ῎ễӾχΚϤ

◼ 国や都での説明内容

◼ これまでの発信手法

東京都ホームページ 東京都多文化共生ポータルサイト（TIPS）

Ằ ῎ễעЂϱЕ

῎ễעχ ᵒ ᵊ

⚫ άϦϘπχ ӽ ῎ễӾτḩβϥ ψʺ一般都民には伝わりづらい内容

⚫ 日本語教室の啓発動画等Ϭ⌠ ΰοポータルサイト等で発信ΰοΜϥΥʺ十分に浸透していないʻ

地域日本語
教育の意義
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東京における「地域日本
語教育の体制づくり」の
あり方

https://www.seikatubunka.metro.tokyo.lg.jp/chiiki_tabunka/tabunka/tabunkasuishin/0000001694
https://tabunka.tokyo-tsunagari.or.jp/chiikinihongo/about.html
https://tabunka.tokyo-tsunagari.or.jp/chiikinihongo/about.html
https://tabunka.tokyo-tsunagari.or.jp/chiikinihongo/about.html
https://nihongo.tokyo-tsunagari.or.jp/
https://tabunka.tokyo-tsunagari.or.jp/info/2025/03/26.html


０４ 議題１関連｜効果的な発信内容と発信手法のイメージ

⚫ π ϣβᵰ⁯ Υʺ日本語を理解ΰʺ日本語でコミュニケーションを取れることψ外国人にとっても日本人にとって
も安心・安全に暮らすために大切なことπβʻ

⚫ ζχθϛ Ằ ψʺ Ằ νσΥϤ ∞ ρ ὀΰοʺ生活で必要な日本語を学ぶ日本語教室が都内各地に広まるよう
支援ΰοΜϘβʻ

⚫ いつでも誰でも気軽に始められるχπʺ学びたい方ʺ学びの支援をしたい方χέ╥ᴥϬΣ κΰοΜϘβʻ

◼ 発信方法のイメージ

外国人向けˢᶘ ρΰοχ╥ᵊˣיּ

➢ 外国人の日常的な情報収集源の活用

・ＳＮＳ

・エスニックメディア

・インフルエンサー 等

日本語教室ってなに？

☞ ӽχ ῎ễע ᵒ ᵊ

近所の日本語教室を調べたい方はこちら

☞ Ằ ῎ễעЂϱЕ

分かりやすいメッセージを作成（以下、イメージ）

日本人向けˢ◦יּכρΰοχ╥ᵊˣ

➢ 都民の接触機会が多い行政媒体の活用

・都公式ＳＮＳや広報誌

・都営交通（地下鉄・バス）

・デジタルサイネージ 等

既存のコンテンツ
も有効活用

⚫ 分かりやすいメッセージを作成ΰʺ既存のコンテンツも活用ΰσΥϣ伝わる発信内容を検討

⚫ 発信の有効性を高めるτψʺᵰ⁯ Υ日常的に情報を収集しているルートχ開拓Υ （Ｒ８新規事業）

在住外国人に向けた情報発信ルートづくり事業

➢ ӽπχẶ ᵓχזּ τΰΪοʺ行政情報等の
必要な情報を効果的に伝えるルートを形成

秩序ある多文化共生社会実現に向けた情報発信強化

➢ ᵰ⁯ τΰΪοʺ日本のルールや習慣の理解を促
進するための情報発信を実施

Ｒ８新規事業

10

https://tabunka.tokyo-tsunagari.or.jp/info/2025/03/26.html
https://nihongo.tokyo-tsunagari.or.jp/
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（外的要因）

✓ Τϣ ӽχЩжрГϰϯễעΥ ῎ễӾϬ μοΣϤʺ“ Υם☼βϥ ΥḇαϣϦσΜʻ

✓ ᾝⱲ πψᵰ⁯ ῢΥ σΨʺ ῎ễӾχИ˔ЇΥ σΜʻ

（内的要因）

✓ ӽχ∕ ᵰ⁯ χם ˢ∕ Ɫᶊʾ ῎ ˣΥ ӃπΦοΣϣγʺ ΠοΜϥᴿ Υ

✓ π ῎ễӾχ ΥẶ πΦοΣϣγʺ ▄Υᶎ πΦοΜσΜʻ

✓ ᴟẶ τḩβϥṁ ϞὓᵊΥσΨʺ ϜσΜʻ

✓ ῎ễӾϬם☼βϥЛϳМϳΥσΨʺ ὀ Ϝ ΤϣσΜʻ

（都による促進策）

✓ 区市町村連絡会議等π都の“あり方”を周知ΰννʺ東京都つながり創生財団の地域日本語教育コー
ディネーターτϢϥ地域訪問Ϭ αο体制づくりをはたらきかけ

✓ 地域日本語教育コーディネーター連携会議τΣΜο各区市が抱える課題Ϟ先駆的な取組事例Ϭ共有

✓ ṍ ῎ễӾτἰϥ︡ τνΜοψ⁯χ τᴥΠ都独自で上乗せ補助Ϭם☼ΰ︡ Ϭῇᴃΰ

✓ 近隣の区や市においてネットワークを構築ΰʺ連携ΰο ᴟẶ ⱧỘϬ ˢ ӽКАЕм˔ϼˣ

０４ 議題２（１）関連｜体制づくりに取り組めていない要因とその対応

⚫ 地域日本語教育の体制づくりに取り組めていない区市町村が抱える要因は様々

⚫ ψʺ財団の地域日本語教育コーディネーターと連携した地域訪問σςʺ一層の働きかけを進める必要
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例 クラス種 定員／期 期 数 年間計 クラスの特徴

͖Ỹ

ˢ͌йЦи˙ˣ 20 ͏ṍ
ˢ25ᵕ/ṍˣ

200

ˢễעἷˣρϷржϱрτϢϥ
ᵫ℗
ÅЀ˔ДϰК˔Ќ˔Ϭ Ỡπ ΰʺ
ễְ֫עϬӗ ᴟ

Å ῎„◖ρЀ˔ДϰК˔Ќ˔Υ
ὀΰοễ

ẘˢ͖͍˙ˣ 20

20 ͎ṍ
ˢ30ᵕ/ṍˣẘ 20

͗Ỹ 50
͏ṍ
ˢ 20ᵕ/ṍˣ

150

ˢễעἷˣχϙ
Å ῎„◖ρЀ˔ДϰК˔Ќ˔ρ
Υ ὀΰοễ

Å◦יּכˢЩжрГϰϯˣϜЂЪ˔
Е ρΰο╥ᴥ

ẘ

ẘ

͘◕

80 ˢ 40ᵕˣ

200

ˢễעἷˣχϙ
Å ῎„◖Υễ
Å◦יּכˢЩжрГϰϯˣϜЂЪ˔
Е ρΰο╥ᴥ

100 ˢ 40ᵕˣ

30 ˢ 40ᵕˣ

０４ 議題２（１）関連｜区市による初期段階の日本語教室の規模等の実態

⚫ ỲϬᶨ βϥ14Ỹ◕πψʺ年間で約1,500名の受け入れキャパϬ βϥʻˢ͓ͧם ˣ

⚫ ϼжІ ψ０レベル向けの“入門”ρ概ねＡ１以上の“初級”τ ΤϦʺコーディネーターϞ Ϭ
Πϥ日本語講師ʺボランティア支援者 π  ήϦϥ対面型の教室Υ

⚫ 教室規模の拡充τψʺᵓ ᶎ χᴿ Ϝ ϘΠʺ一層のオンライン活用Ϟ人材の確保Υ

 Ỹ

Ỹ

ᴈ◓◕

14Ỹ◕χ ḧὓʿ 1500

Ỹ◕τϢϥ ṍ ᵬχ ῎ễעχԁ ˢ ͓ ˣ



初期段階の日本語教室に求められる主な機能
分業のイメージ

„ Ѐ “

͍ ễְ֫עτ βϥ財源（予算）、会場の確保 ˓

͎ ῎ Υ ṍ ᵬχ∕ ᵰ⁯ Ϭ教室につなげるための広報 ˓ ˓

͏ ᶘ Ṇ χ日本語レベルの判定ʺ適切なクラスへの振り分けיּ ˓ ˓

͐ 地域の外国人の状況やリソース※ʺ国や都の施策 χ把握・整理 ˓ ˓

͑ ͐Ϭ ϘΠθ ῎ễӾФкϽжЭχ作成ˢ ᾁʺᵠ ḯϚˣ ̚ ˓

͒ ῎ễӾФкϽжЭχ実施 ˓ ̚

͓ 教室運営ˢᶘ χḚיּ ʾ◦כʺТϮЄзГ˔Єдр ˣ ̚ ˓

͔ “ ʾḩἰṐḩρχ連携・調整 ˓ ˓

͕ 人材の育成・研修ˢЩжрГϰϯϬ βϥ ›ˣ ˓ ˓

10 ᶘ ρיּ ӽᶨ χつなぎ役 ˓ ˓

13

０４ 議題２（１）関連｜教室の安定的な運営に求められる主な機能等

⚫ 教室規模の拡充τΰΪοψʺ既存の教室χ安定的な運営Ϝ σ♪

⚫ 教室運営に必要な機能Ϭ Πϥ人材の確保Ϟʺ既存の人材間での分業χᾁ Υ

日本語講師Ϟ地域日本
語教育コーディネータʺ
行政職員等Υᶆễעχ
ệτᴂαο分業して

（チーム体制を組み）
ᴂ

̞Ẹ ΰοΨϦϥṐḩˢ ῎ᶘ Ϟ ῎ễע ˣʺ ᴦ σᵓ ʺ◙ ʾẸיּ χיּ ∕

ˢ ˣ
„ʿ ῎„◖
Ѐʿ ӽ ῎ễӾЀ˔ДϰК˔Ќ˔
“ʿ“ Ԍ

Å ṍễעχӗ ְ֫Ϭ μοΜ
Ψ πψʺễעτẐϛϣϦϥ︠
σṐ τ ΰοʺ σ ∙Υ
ᶎ ήϦοΜϥάρΥ ʻ

ÅζάπʺẐϛϣϦϥ︠σṐ Ϭ
ϣΤτΰοʺςΞΜμθ ∙
ΥζϦηϦτ ᴂβϓΦΤϬԁ
πΣꜘΰʻθιΰʺΚΨϘπ
∙ψЎ˔Э π ᴂ

̰ ΥάΞΰθ Ϭꜘβάρπʺ
άϦϬẤϤ τʺỸ◕ Υ
▄Ϭᶎ βϥ∑χԁ ρΰθΜʻ



０４ 議題２（２）関係｜令和８年度地域日本語教育に係る調査
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＝
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˻ ῎ йЦи ˼

͎͘

͍͘

͎͗

͍͗

Ａ２

Ａ１

０

行
政
が
ễ
Ӿ
Ϭ
保
障

都

調査概要

課題解決τⱢβϥ総合的な実態調査 解決策χ提示

①ᵰ⁯ χ学習実態 χ Ӄ

②学習機会の提供策

③ꜛ σ学習促進策

④就労者受入れ機関ρχ連携

⑤日本語教育機関ρχ連携

⑥地域住民ρχつながり

⑦先進事例χ把握

⑧提供すべき日本語教育

✓ ₰ὫᴮϬ検証ΰʺ“ Υ
ṍễӾϬ βϥΞΠπ
σ課題を分析ʺ ρΰο実現
可能性の高い解決策Ϭ提示

令和９年度予算要求へ

外国人

◼日本語能力が初期段階の外国人

➢ ˢⱢᶊʺ ˣ χ ῎
ʺᶘ Ὂᾓʾ ệʺИ˔Ї

➢ᾁ ΰθᵔὨ├χ ῟ χᾁ

ʾיּ ₰

受入れを行う各主体

◼都内区市町村
◼地域の日本語教室
◼外国人を雇用する事業主
◼教育機関 等

➢ ῎ễӾχ︡ ם ʺḚ ᵰ
⁯ χ ệʺᴿ ḇ

＜都が提示する課題＞

ᵵ ♠

ᵵ ♠

͔ͧ ▄ʿ2,700 ד

⚫ ͔ ʺ ῎Υᶘ πΦοΜσΜ χ ӃϜḯϛθ外国人の日本語学習の実態Ϟʺ受入れを行
う各主体による取組実態Ϭ Ӄβϥθϛχ総合的な実態調査Ϭם☼

⚫ 調査結果を検証し、課題分析等も踏まえ、解決策を検討

⚫ ᵰ⁯ χẍ τ Μʺ日本語を使わずに生活できる環境Υ αννΚϥ ʺ日本語学習を通じた交流
機会の創出等τϢϤʺ地域の共生Ϭ ϛοΜΨάρΥ

⚫ 令和８年度、都が抱える課題解決に資する総合的な実態調査Ϭ“Μʺ日本語を核とした共生策を検討
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０４ 議題２（２）関連｜外国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策

⚫ 国ψʺ総合的対応策ˢR8.1├ ˣχ πʺ日本語や制度・ルール等を学習するプログラムの創設Ϟʺ
来日前後での日本語教育の充実ˢ ӽ ῎ễӾχϹϱЖжϱр⌠ ˣ χ新たな方向性を整理



（以下、参考資料）



各委員から事前にいただいたご意見①

Åṳ ͍ˢ ˣʺṳ ͎ˢ͍ˣˢễעᶈ ˣʺ͎ˢ͎ˣˢ ᶘ ᴂˣψ ο ᴿ ιΥʺ相互に強く
連動ΰοΜϥʻ議題１（発信）の取組の充実が、２の成否を分けるˢ οψ μοϜϣΞάρΤϣ◐Ϙϥˣʻ
Å ᵓזּ π多文化共生に対する否定的な風潮が強まっていることを強く懸念ʻ ấϞ⁯χ☼├ʺ χ
ϦσςϬᾋοϜ排外的な方向τ ϭπΣϤʺάχϘϘπψ ệΥӂᴟʻάΞΰθ π“ ΥᴮθβϓΦ

ᶤψ ΦΨʺ「丁寧に伝える」だけでは追い付かない段階τ οΜϥʻ

ṳ ͍

（発信コンテンツについて）
Å ῎Υ ΨπΦσΜᵰ⁯ τρμοʺ¬ ῎ễעψ ῎Ϭ ήϦο Μºʺ¬ꜛ ψ δσΜχπ
ᵰπψσΜΤºρΜΞ心理的抵抗感ΥΚϥʻζχϢΞσ心理的ハードルを下げたりʺ ῎Ϭ ếβϥρ
生活が充実ΰʺϘθʺ災害時に家族を守ることができるσςχメリットを明確に示す工夫Υ
Å一般都民は、地域日本語教育やボランティア教室の実態をほとんどイメージできていないʻЩжрГϰϯʾ
ᶘ יּ τρμο τ Μ ӤṓχễעϜ ΨʺάΞΰθ現場の様子を可視化（動画・レポート等）β
ϥάρπʺ都民の不安を和らげ、共生の実感を持ってもらえる。ЩжрГϰϯ╥ᴥχΦμΤΪτϜσϥʻ

（発信手法について）
Å⁯ΥḚ σ Ϭế βϥ ʺ日本人側に、地域日本語教育は外国人との共生・安心安全につながる施策
であることϬʺ都や国が明確にPRしてほしいʻ
ÅSNSᶨ ψ ιΥʺ国・コミュニティごとに使われている媒体が異なるθϛʺ画一的な発信では届かないʻ
ÅКО˔иχ ›ʺ「海外在住ネパール人協会（NRNA）」τϢΞσ信頼性の高い全国的組織ΥΚϤʺこうし
た団体を通じて発信すれば認知度向上の効果は高いʻϘθʺКО˔и ψFacebookτᴥΠʺTikTokΥế
σ ʾРЅКІБ˔иʻ ᵊϬ⌠ϥχπΚϦωTikTok等のショート動画の活用も検討すべきʻΩựχֿב
ψ͏יּ ӟ χ ᵊϬᾋσΜρϜ Ψʻ
Å Ằ ρΜΞ「行政ブランド」そのものが外国人にとって心理的ハードルτσϥᴦ τϜ Ӫ
Å ӽπ ήϦοΜϥ外国人コミュニティのキーパーソンから発信してもらうことがとても効果的
Å ΥάϦϘπ σῲ Ϭ“μοάσΤμθάρψⱧםιΥʺ Ⱳτ「広く知らせることによる反発」への
懸念も存在βϥʻῲ Ϭ“Ξσϣʺ広く一般都民というよりϜʺまずは外国人当事者や支援者ˢ“ Ԍʺ
ЩжрГϰϯʺ◦כ ˣʺ次に周囲に外国人がいる一般都民σςʺЌ˔ϿАЕϬ ϛο τ“ΞϓΦʻ
支援の中核を担う人たちが都の取組を理解していることが重要πʺ彼らを通して当事者にも情報が届くʻ
Å外国人に確実に情報が届く場は住民登録の窓口ʻ住民登録時τʺ ῎ễעχӛ Ϟʺ ᶨи˔иʺ“ τ
Ϣϥ◦כ├σςϬ動画等で案内する仕組みを作るべきʻ
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各委員から事前にいただいたご意見②

ṳ ͍

ÅSNS ψ ιΥʺζϦιΪπψ ψ ΦτΨΨʺמ зІϼϜ‰ΜʻYouTubeなどの動画プラット
フォームは検索されやすく、共有されやすい点で有効ʻІЫШπ ᵊϬ♪ βϥάρΥ Μᾝ ʺ独自サイ
ト由来の動画はあまり見られないʻ
Å外国人の知り合いがいる日本人が少ないことも原因ʻϱϻзІχϼϱЇОУˢОУπ“ϩϦϥ╥ᴥἷχϼϱ
ЇϱЦрЕˣϞʺῨΦσϯИЮϬⱱκṄϥУАϼϸТϴχϢΞσ交流イベントを企画ΰοϜ ΜʻσΣʺ
ТϴІχϢΞσ κ ΫЌϱФπψῖ ψṍ πΦσΜʻ
Å紙媒体の力は依然として大きいχπʺ“ χῲ Ⱡψᾠ῎ Ϭ‒ϤννϜ ᾠ῎π βϓΦʻ

ṳ ͎
ˢ͍ˣ

（教室拡充に向けた方策）
Å ӽ ῎ễӾΥЩжрГϰϯ π Ϥ μοΜϥᾝ ζχϜχΥ ʻ教える行為には、国籍を問わず
正当な報酬が支払われるべきであり、「特別にお金を出す」のではなく「払って当然」という発想への転換
が必要。公的資金による安定した仕組みΥΚμοάζʺ継続可能な教室運営が可能ʻ
Å初期段階に焦点を当てる方針には強く賛同。 ψʺ ῎ ζχϜχιΪπψσΨʺどこで日本語が学
べるのかを知らない人が多いάρʻ教室の中身以前に、学習機会へ確実に誘導する仕組みが不可欠。ԁ πʺ
教室の開催頻度や規模が十分でないと、せっかくたどり着いても意味をなさない。
Å週１回２時間を前提とする今の教室の運営体制πψʺễעΥ σϥạ ằτ ϘϤʺ日本語能力の向上
は難しいʻ毎日開催する教室がつくれれば、能力向上が図れるとともに、専門人材を確保しやすくなるので
は。会場の問題は、学校の活用を検討すべき。
Å◓ςϜχ ӾϞễӾπ ρσϥ ῎σςʺニーズを捉えたテーマ設定を各教室に促すάρϜ
Å ṛ ꜛⱵ πψ ῎ễעϬ πם☼βϥάρΥ ΰΨʺ複数自治体と連携した中域的な開催が現実的
ιΥʺְ֫ χМ˔ЖиΥΚϥθϛʺ τᴝ ϬρμοϕΰΜʻ
ÅỸ◕ Υ日本語教室関連経費を予算化ΰϞβΨσϥϢΞʺ根拠となる方針や通知Ϭ Τϣ ΰοϕΰΜʻ
ÅỸ◕χễעӟᵰτʺ初学者を対象とした厚労省委託事業(JICEが受託）χ「しごとのための日本語」コース
ψʺ就労意欲のある生活者を対象ρΰοΣϤʺ ṍ ʺ ʺ“ ỸᵊϬׇΠο ᶘᴦ πΚϤ利便性が
高いʻ当該事業がどのくらいの人数をカバーしているかも把握すべきʻ

（体制づくりの促進に向けて）
Åˮ ӽτЩжрГϰϯ ῎ễעΥΚϥΤϣ“ ψ ˯ρΜΞʺ取組が進んでいない自治体の認識に違和
感ΥΚϥʻ ψʺ初期段階の日本語教育は行政の役割であることをしっかりと示し、意識改革を促すべきʻ
Å Υ教室運営に要する金額感ϬꜘβάρϜʺ新たに取り組む自治体にとっては重要な基礎情報ρσϥʻ
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ṳ ͎
ˢ͎ˣ

（学習機会の提供策）
Å ṍ ᵬχ ῎ễӾϬ“ Υ βϥάρτ ΰʺ外国人当事者として強い安心感ΥΚϥʻᴪ σיּ⧵
ς ῎Ϭᶘωγτ ΰθ Ϭ τ◦כβϓΦʻ
Å日本語教室では担い手不足が恒常化ΰοΜϥʻ͖͎ӟᴞχᵰ⁯ ṛ ˢ11 ˣτʺ日本人ˢχ„◖ϞЩж
рГϰϯˣによる日本語教室だけで対応することは非現実的ʻ τ ṍ ᵬχ ῎ễӾπψʺ外国人コ
ミュニティ内で行われている“日本語が話せる外国人による日本語教室”を本格的に巻き込んでいく必要ʻ
ˢ ᾠ῎ʾ ᴟ ὂˣΤϣᶘόθΜ ᶘּיψԁ ∕ʻϘγψʺКО˔иʺЦЕЗЭʺЬарЫ˔
χコミュニティ内で行われている日本語学習の実態把握が必要。ζχ πʺ全くの初学者には同国人が母

語を交えて教え、一定期間後に日本人講師につなぐ段階的モデルが現実的。「日本人講師×同国人講師」の
ペア型の教育体制σςʺ σ ὓΥ ʻ留学生σςʺ ῎ϬễΠϣϦϥᵰ⁯ ψ ∕ΰοΜϥʻ都の
「支援」ではなく、「仕組み」の中に彼らを組み込む発想Υ ʻ

（ギャップを埋めるための方策）
Å現在の考え方の延長では需要と供給のギャップを埋めることはできないʻ ψʺỸ◕ χ ḧ◦כτ Ϙ
ϣγ一歩踏み込んだ役割Ϭ ΞϓΦʻ Πωʺ教育庁と連携ΰοʺ大人の外国人向け日本語教育を「生涯学
習」の一環に位置づけ、都立高校など学校を活用した日本語教育の場づくりを検討すべき。
Å͖͎ӟᴞ 11 ψ ʻ⁯ʾ ʾỸ◕ ʾḼỘσςχ σ ᶤ χᴞπ ϛοΜΨ

（未学習者の把握（令和８年度調査））
Å ₰ χ ϬῲΫβΧϥρʺ ῎τֿפΜ ϕςᵕ ΰσΨσϥʻζχθϛʺ①都の課題解決に直結する
設問に絞ることʺ②日本語初級者には既存の教室などを起点としたアウトリーチ型の把握を試みることʺ③
調査票作成段階から社会調査の専門家や外国人当事者から意見をいただくことΥ
ÅПϯзрϽ ₰Ϭ“Ξ∑ψʺζχ ӽχ地域日本語教育コーディネーターが調査に関与βϥρ Μʻ ӽχ
ם Ϭ ϥ ∙Υ ₰τᴥϩϥάρπם῟ Υ‰ϘϤʺКАЕм˔ϼếᴟτϜⱢβϥʻ

ˢ国要望）
Å在留資格の取得・更新と一定の日本語能力を連動させる仕組みは必要πʺ特に永住者τΣΜοψ ʻζά
πχ必要な教育は国費で保障すべきπʺ自治体に任せるならば、十分な財源措置は大前提
Å ӽτ Ϛᵰ⁯ ϞỸ◕ Υ⁯χ☼├Ϭᶨ ΰϞβΨσϥϢΞʺ国による情報発信を強化するよう要望す
べきʻζχ∑ʺᵰ⁯ τḩϩϥ☼├ψ ᴅ τ“ϩϦοΜϥθϛʺ ήϦθἹπχ ằΥ

各委員から事前にいただいたご意見③
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ІжϱЖ͑ˢᴿ ꜡ ˣ
Åˮ ӽ ῎ễӾϬḯϛʺ Ằ Υם☼ΰοΜϥ ᴟẶ χ︡ τνΜοʺ χ ψớϛο Μ ệʿˮ ϣσΜ˯Υ͕ᶤ˯ψ
ᵠϛοʺ非常に問題であると認識ʻσϭρΤ ├Ϭρ◘Ξԁ ʺ多文化共生自体に否定的、外国人排除を当たり前であるかのように言う
風潮を作っている社会、政治家に対して何かしないといけないρ◘Ξʻ

ІжϱЖ͒ˢᴿ ꜡ ˣ
Å日本語初期段階の学習者を優先的にということには賛成ʻΰΤΰʺζϦϣχᶘ τיּ βϥ日本語教室の内容以前の問題として、日本語が
できない人たちが自分が必要なところにどうアクセスしたらいいのか、その確実な誘導が必要ʻその上で、教室の数、頻度を増やすことʻ

ІжϱЖ10ˢṳ ͍ḩ ˣ
ÅSNSでの発信は非常に重要ʻθιΰʺただ流すだけではそこにアクセスするモチベーションにはならないˢ˹ πΦϥ ΤςΞΤˁ
ρ◘Ξʺꜛ τꜛ ΥσΜˣʻ各地に各国のコミュニティーや、同国人の間で力のある人がいるʻ信頼できる人からの誘いや情報提供で
あることが大事πψσΜΤʻӦԌϞḩἰּיχ τϜζΞΜΞᵰ⁯ χ Ϭ ϥ Ϝ Μρ◘ΞʻζάΤϣ ᵒϬʻ

Å ͔ ψϘγ ψ☼םʺ₰ ͕ ρΜΞχψ Μρ◘ΞΥ▫ ΥσΜʻΰΤΰʺ今の外国人に対する日本社会の考え方、あり方
は危機的。急ぐことが必要ʻ

ІжϱЖ32ˢᶆ⁯ᾠ῎ ├ˣ
ᶆ⁯χᾠ῎ ├ψβπτ “ᾆẕσς ΥΚϥʻζϦϣϬ ῟τ►ΞχΥΜΜρ◘Ξʻ

ˢζχ ˣ
Å「日本人が日本語で日本語を教える」ということから脱却する必要ΚϤʻ特に初期日本語は、その国の人（先生）がその国の言語で教え
ることの方が有効ʻ日本人が頑張りすぎない方がいいχπψʻその国の人（先生）の下で支援するという気持ちでʻ

Å教える人には報酬があるべきʻ τ Ṝχ ›τψ最低でも東京都の最低賃金Ϭʻζχθϛτψʺその外国籍の人による日本語教室に対
して財政的な支援が必要τσϥʻ東京都がそれを支援βϥʻそうすれば人件費として通常の講師料が支払えるʻ

Å Ṝχάρ͎ Τϣ◘Ξχψʺ「共生」はまず、日本語教育や外国人支援をする人と、外国人（支援ができる立場の人たち）が、上下関
係なく同じ立場で始めることからではないかʻ

Å東京都の支援（特に財政支援）が、その国の団体に直接わたるような仕組みが必要ιρ◘Ξʻ

ˢˮ ῎ᶘ ΥςΞḩϩϦϥΤ˯χ♪ ˣ
Åṁ τʺ留学生を受け入れる日本語学校ψϸзϺвжЭꜛ ΥζϦ τσμοΜϥθϛʺ生活者を受け入れる器を準備しているわけで
はないʻϢμοʺ希望者が来ても最適な学習環境を提供できるところは少ないρ◘Ξʻήϣτᾝ∕ʺ認定法の施行によりその対応の方が
優先ήϦοΜϥʻ教師の比率も上がったので、余剰人員がいないというのも現状ʻ

ÅΰΤΰʺ本来、日本語学校は各地域にあり、そこに根付くことが非常に重要ʻ今はまだ留学枠での認定だが、いずれは日本語学校が生活
枠のハブになっていくという未来も考えられなくはないρ◘Μʺそういう生き方をする日本語学校がでてきてもいいρ◘Ξʻ

本日ご欠席の委員からのご意見①（加藤委員）
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本日ご欠席の委員からのご意見②（シュレスタ委員）

ІжϱЖ͑ ᴿ ꜡
Å ӽ ῎ễӾψʺまず認知度を高めることが最優先
ÅSNSᶨ ψớϛο ʻ国やコミュニティごとに主流となっているSNSは大きく異なるʻネパール人χ ›ʺ
Facebookに加え、TikTokが非常に強力なツールʻ ᵊϬ⌠ϥχπΚϦωʺTikTokχᶨ Ϝᾁ βϓΦʻ
ÅКО˔и χ ›ʺ「海外在住ネパール人協会（NRNA）」にような信頼性の高い全国的組織ΥΚϤʺάΞΰθ
Ϭ αο βϦω ΰ χ῟ᴮψ‰Μʻネパール人学校・幼稚園σςʺ子供を通じた家庭への情報伝達Ϝ ῟
Åᵰ⁯ τכ◦ βϥ ӪᾋΥếϘμοΜϥᾝ Ϭὼ ʻᴡΥπΦϥΤϬᾋớϛσΥϣʺ Τν τ ϛϥ

ІжϱЖ14ˢ ͔ ₰ˣ
Å χ ₰πψʺ ῎ΥϕρϭςπΦσΜ ʺ特に来日直後の人に重点的にアプローチすべきʻ ῎Υ Τϣ
σΜάρπʺ ᶨχςάτ₉ Υ αοΜϥχΤϬ ΨάρΥ

ˢζχ ʿ ῎ τϢϥיּ ῎ễӾˣ
Å ᶘ σς ῎ϬễΠϣϦϥᵰ⁯ ψṌτ Ψ ∕ʻ都の「支援」ではなく、「仕組み」の中に彼らを組み込む
発想Υ
Å初期段階は同国人が母語を交えて教えʺ一定期間後に日本人教師につなぐ段階的モデルΥᾝם
Åᵰ⁯ „◖τϜʺアルバイトと同程度の適切な報酬があれば参加意欲は高まるʻễΠϥ τρμοϜʺ学び・地域貢
献・行政とのつながりなど多くのメリットΥΚϥʻЀЬвИГϰ χ σ ∙Ϭ τᶨΤβ▫ ϙϬ⌠ϥϓΦʻ
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参考 外国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策（取組の概要①）
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参考 外国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策（取組の概要②）
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⚫ 地域の実情に応じた体制づくりを支援することで、東京全体の体制を強化

参考 令和７年度 東京都による地域日本語教育の実施体制
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➢

➢

➢

普及啓発：「地域日本語教育のはじめてハンドブック」の配布

Ệ
➢ Ṅ

R4 ỉ ἲ R7 20

財政支援：初期日本語教育への上乗せ補助開始

ξΨϤτ︡Ϥ Ϛ20区市χΞκ14区市τΣΜοʺ初期日本語教育χ︡Ϥ ϙϬם☼

➢ ể/Ễ
ể/ Ệ
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Ṇ : 44 ṕ 20 27 Ṗ
Ṇ Ḳ ṕ Ṗ

Ṇ Ḳ17
Ṇ Ḳ12
Ṇ Ḳ22 ṕ24 Ṗ
Ṇ

https://tabunka.tokyo -tsunagari.or.jp/chiikinihongo/about.html

Ṇ

ẑ Ễ ễ

6 2
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ṙ Ṛ

Ẍ

Ṇ : Ị Ễ 24 ṕ Ṗ 14:00 -16:30
Ṇ Ḳ NS 3 
Ṇ Ḳ ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

ẇ

Ṅ

ẇ Ṅ

Ẍ

Ṇ ṕ Ṗ: 
ṙ1 Ṛ ỉ 11 Ệ ṕ Ṗ 10:00 -16:00
ṙ2 Ṛ ỉ 11 Ỉ ṕ Ṗ 10:00 -16:00
Ṇ Ḳ NS 3 
Ṇ : 30

ṕ 2 6 20 2 Ṗ
Ṇ Ḳ ṕ Ṗ
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ṕ 3 12 Ṗ

ṙ URL:https://nihongo.tokyo - tsunagari.or.jp/ Ṛ

Ẍ

Ṇ Ḳ302 ṕ 7 12 Ṗ
Ṇ : 411,421 ṕ 7 4 Ṍ12 Ṗẑ 6 10.2%
Ṇ Ḳ

7,034 ṕ 7 4 Ṍ12 Ṗẑ 6 34.8%

6 12Ể

Ẍ
6 7

SNS

ṕ ṕ Ṗ
Ṗ ḵ

YouTubeの再生リスト（日本語字幕）

https://youtube.com/playlist?list=PL09HpDdxqG49umFD

BkYVJ-EBWSJYe1KjZ&si=JBW9Prx792B1RgVF
β ͔ τЂϱЕἿ∏
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参考 各国における移民等に対する言語政策①

ʿ ͒ ᴬᶘ ῎ễӾ ᵓ

https://www.mext.go.jp/content/20250221-mxt_nihongo02-000039262_2.pdf
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参考 各国における移民等に対する言語政策②

ʿ ͒ ᴬᶘ ῎ễӾ ᵓ

https://www.mext.go.jp/content/20250221-mxt_nihongo02-000039262_2.pdf


参考

⚫ 就労意欲のある“身分に基づく在留資格者（永住者、日本人の配偶者等）等”Υ集中的に初期段階の
日本語等を学習するための研修事業Ϭ（一財）日本国際協力センター（JICE）Υῡ Τϣ

⚫ 令和７年度ʺ都内では９か所の教室Υ ᵫήϦʺ約700名Υ „

ᵰ⁯ ʾ ⱧỘˢᾆכ◦ ˣ

厚生労働省ψʺ就労意欲のある身分に基づく在留資格者
ˢˮֶ ˮ˯יּ χ Ἄּי ˯ˮֶ χיּ Ἄּי
˯ẉόˮ ˣ˯יּ Ϭ τʺ χ τΣΪϥ

ЀЬвИϾ˔Єдр χΰ ʺ χ ḈϞᾼ
Ḉ“ τḩβϥ ꜡χ Ϭ αοʺ日本における安定
的な就職の促進を図ることを目的ρΰθ『外国人就労・
定着支援事業（研修）』Ϭם☼

͓ ψ一般財団法人日本国際協力センター
（JICE）Υ

йЦи͍ˢ100hˣ
➢ ϛο ῎Ϭ ếβϥ ΰΪ

йЦи͎ˢ100hˣ
➢ ῎Ϭ ΰ ếΰθάρΥΚϥ ΰΪ

йЦи͏ˢ100hˣ
➢ Κϥ χ ϙ Φʺᵓ ΥπΦϥ ΰΪ

事業概要

ᵰ⁯ ᾼ ├ Employment Policy for Foreign Workers ˛ῡ

῎ Ộχ ◓ ᾋᶘχ ◓

Мк˔м˔ϼπ ₅

йЦиЎϴАϼГІЕ

ᾆ ᵫ◐

【研修開始までの流れ】

Å ͓ ʺ πψ９か所πᵫ℗
ˢ ʾ ʾ ʾ ʾ ᾭ ʾ ʾ ʾ ʾ ˣ

Å יּ„ ψ約700名ˢ ˣ

【都内での開催状況】

【研修の概要】
ᵰ⁯ ᾆכ◦ しごとのためのにほんごコース

ˢ ˣ
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「外国人就労・定着支援事業（厚生労働省受託事業）」基礎段階の就労の日本語教室

https://www.jice.org/tabunka/
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/gaikokujin/index.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/gaikokujin/index.html
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